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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】送信回路の発熱を高くせず、高い送信強度分解
能を有する送信アポダイゼーションを実行可能な超音波
診断装置を提供する。
【解決手段】超音波プローブ１１と、被検体に超音波を
送信する送信部２１と、被検体から超音波エコーを受信
する受信部２３と、受信部の出力に基づいて画像データ
を発生する画像発生部２５とを具備し、送信部２１は、
超音波の送信周期を決定するレートパルスを発生するレ
ートパルス発生器２１１と、レートパルスに振動子毎に
遅延時間を与える送信遅延回路と、遅延されたレートパ
ルスに同期して振動子を駆動するための駆動信号を発生
するパルサとを有し、パルサは、高電圧を発生する高電
圧発生部と、高電圧に対するスイッチング制御によりパ
ルス幅可変の高電圧パルスを発生する高電圧パルス発生
部と、高電圧パルスに対するスルーレート制御により波
形可変の駆動信号を発生する駆動信号発生部とを有する
こと、を特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の振動子を有する超音波プローブと、
　前記振動子を介して被検体に超音波を送信する送信部と、
　前記振動子を介して前記被検体から超音波エコーを受信する受信部と、
　前記受信部の出力に基づいて画像データを発生する画像発生部とを具備し、
　前記送信部は、前記超音波の送信周期を決定するレートパルスを発生するレートパルス
発生器と、前記レートパルスに前記振動子毎に遅延時間を与える送信遅延回路と、前記遅
延されたレートパルスに同期して前記振動子を駆動するための駆動信号を発生するパルサ
とを有し、
　前記パルサは、高電圧を発生する高電圧発生部と、前記高電圧に対するスイッチング制
御によりパルス幅可変の高電圧パルスを発生する高電圧パルス発生部と、前記高電圧パル
スに対するスルーレート制御により波形可変の前記駆動信号を発生する駆動信号発生部と
を有すること、
　を特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　前記スルーレート制御に用いられるスルーレートを、前記超音波プローブの開口中心か
ら前記振動子各々の位置までの距離に応じて設定するスルーレート設定部をさらに具備す
ること、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項３】
　前記スイッチング制御に用いられるスイッチング間隔を、前記超音波プローブの開口中
心から前記複数の振動子各々の位置までの距離に応じて設定するスイッチング間隔設定部
と、
　前記スルーレート制御に用いられるスルーレートを、前記スイッチング間隔に応じて設
定するスルーレート設定部とをさらに具備すること、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、超音波の送信を制御する超音波診断装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、超音波診断装置において、低サイドローブで、かつ深さ方向に均一な送信音場を
発生させるアポダイゼーション（以下、送信アポダイゼーションと呼ぶ）が用いられてい
る。送信アポダイゼーションは、複数の振動子各々から被検体に送信される超音波の送信
波形を相似形で維持しつつ、送信波形の振幅を、開口中心から開口端部にかけて減少させ
ることにある。送信アポダイゼーションを実行するために、パルス幅変調（Ｐｕｌｓｅ　
Ｗｉｄｔｈ　Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ：以下、ＰＷＭと呼ぶ）が一般的に用いられる。ＰＷ
Ｍとは、例えば、振動子各々を駆動するための駆動信号のパルス幅を、開口中心から開口
端部にかけて狭く変更することである。ＰＷＭを用いた送信アポダイゼーションにおいて
、開口端部に位置する振動子を駆動するための駆動信号の強度の分解能（以下、駆動強度
分解能と呼ぶ）を維持するために、駆動信号生成用のクロック周波数、すなわちクロック
の時間分解能は、十分高くされる必要がある。
【０００３】
　しかしながら、駆動信号生成用のクロック周波数を高くすると、駆動回路の発熱を増加
させる。例えば、２次元アレイ（２Ｄｉｍｅｎｓｉｏｎａｌ－Ａｒｒａｙ：以下２Ｄ－Ａ
ｒｒａｙと呼ぶ）などにおいて、送信回路をプローブ把持部に内蔵している場合、プロー
ブの発熱規制の上限により、送信超音波のパワーを十分に確保できない問題がある。この
とき、十分なＳ／Ｎ比（Ｓｉｇｎａｌ　ｔｏ　Ｎｏｉｓｅ　Ｒａｔｉｏ）を確保できない
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問題がある。
【０００４】
　例えば、図１１は、ＰＷＭのみで送信アポダイゼーションを実施した場合において、パ
ルス幅変調による高電圧パルスと、振動子を駆動するための駆動信号と、駆動信号により
発生された超音波の電圧信号とに関するシミュレーションを示す図である。図１１の（１
１）に示すように、例えば、開口中心に位置する振動子（以下、中心振動子と呼ぶ）にお
いて発生される超音波パルス（以下、中心超音波パルスと呼ぶ）の端部（図１１の（１２
））に対応する駆動信号のパルス幅（以下、端部パルス幅と呼ぶ）は、６．５クロックで
ある。すなわち、６．５クロックの端部パルス幅を有する駆動信号により、中心超音波パ
ルスの端部の波形（図１１の（１３））が発生される。
【０００５】
　図１１のＰＷＭにおいて、端部パルス幅は、（１１）の６．５クロックから左右１パル
ス幅ずつ、すなわち４．５クロック、２．５クロック、０．５クロックの順に減少されて
いる。端部パルス幅が０．５クロックである駆動信号は、開口の端部に位置する振動子（
以下、端部振動子と呼ぶ）に供給される。また、４．５クロックの端部パルス幅は、開口
中心に近い位置の振動子に供給される駆動信号に適用される。２．５クロックの端部パル
ス幅は、開口端部に近い位置における振動子に供給される駆動信号に適用される。
【０００６】
　以上のことから、図１１におけるＰＷＭでは、送信アポダイゼーションにおいて、３段
階の駆動強度分解能しか得られない問題がある。駆動強度分解能が低いと超音波の送信波
形の強度の分解能（以下、送信強度分解能と呼ぶ）も低下するため、最適な送信アポダイ
ゼーションを実行できない問題がある。駆動強度分解能を向上させるためのクロック数の
増加は、上記発熱規制、Ｓ／Ｎ比の低下などの問題につながる。すなわち、ＰＷＭでは、
送信アポダイゼーションにおける駆動強度分解能を向上させることができない問題がある
。
【０００７】
　また、送信アポダイゼーションは、駆動信号のスルーレートを制御することにより実行
されてもよい。スルーレートとは、例えば、駆動信号の抵抗である。図１２は、スルーレ
ート制御のみによる送信アポダイゼーションの実行に係り、高電圧パルスと、スルーレー
ト制御による振動子に印加される電圧信号と、発生された超音波の電圧信号とを示す図で
ある。スルーレート制御は、駆動信号のパルス幅が狭いほど大きな効果を発生する。この
ため、スルーレート制御による送信アポダイゼーションは、超音波の送信波形を相似形で
維持するため、送信波形の半波ごとに、スルーレートを変更制御しなければならない。半
波ごとのスルーレートの変更制御は、装置が複雑になることによる製造コストが増大する
問題がある。加えて、図１２に示すようにスルーレートのみの制御では、超音波の送信波
形の相似性を保つことが難しくなる問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００５－６６３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　目的は、送信回路の発熱を高くすることなしに、高い送信強度分解能を有する送信アポ
ダイゼーションを実行することができる超音波診断装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本実施形態に係る超音波診断装置は、複数の振動子を有する超音波プローブと、前記振
動子を介して被検体に超音波を送信する送信部と、前記振動子を介して前記被検体から超
音波エコーを受信する受信部と、前記受信部の出力に基づいて画像データを発生する画像
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発生部とを具備し、前記送信部は、前記超音波の送信周期を決定するレートパルスを発生
するレートパルス発生器と、前記レートパルスに前記振動子毎に遅延時間を与える送信遅
延回路と、前記遅延されたレートパルスに同期して前記振動子を駆動するための駆動信号
を発生するパルサとを有し、前記パルサは、高電圧を発生する高電圧発生部と、前記高電
圧に対するスイッチング制御によりパルス幅可変の高電圧パルスを発生する高電圧パルス
発生部と、前記高電圧パルスに対するスルーレート制御により波形可変の前記駆動信号を
発生する駆動信号発生部とを有すること、を特徴とする。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は、本実施形態に係る超音波診断装置の構成を示す構成図である。
【図２】図２は、本実施形態に係り、パルサの構成の一例を示す図である。
【図３】図３は、本実施形態に係り、パルサの回路構成の一例を示す図である。
【図４】図４は、本実施形態に係り、超音波プローブの開口中心から振動子の位置までの
距離に対するスルーレートの関係の一例を示す図である。
【図５】図５は、本実施形態に係り、送信アポタイゼーション機能を実行する処理の手順
を示すフローチャートである。
【図６】図６は、本実施形態に係り、スイッチング制御によりパルス幅が変更された高電
圧パルスと、第１乃至第３スルーレートのセット（以下、スルーレートセットと呼ぶ）が
それぞれ異なる駆動信号とを、それぞれ異なるスルーレートセットを用いたスルーレート
制御により振動子から発生される超音波の送信波形とともに示した図である。
【図７】図７は、本実施形態に係り、パルス幅変調された正、負の高電圧パルスおよびゼ
ロの電圧パルスの一例を示す図である。
【図８】図８は、本実施形態に係り、図７における正の高電圧パルスに、開口中心からの
振動子の位置までの距離に対応するスルーレートを用いてスルーレート制御を実行した後
の駆動信号の一例を示す図である。
【図９】図９は、本実施形態に係り、図８における駆動信号を振動子に印加することによ
り発生された超音波の送信波形の一例を示す図である。
【図１０】図１０は、本実施形態の変形例に係り、駆動開始部分および駆動終了部分にお
ける正の高電圧パルスを、スイッチング間隔とスルーレートとの変更前後について示す図
である。
【図１１】図１１は、従来技術において、ＰＷＭのみ用いた送信アポダイゼーションの実
行に係り、パルス幅変調された高電圧パルスと、高電圧パルスにより発生された駆動信号
と、駆動信号により発生された超音波の電圧信号とを示す図である。
【図１２】図１２は、従来技術において、スルーレート制御のみでの送信アポダイゼーシ
ョンの実行に係り、高電圧パルスと、高電圧パルスに対するスルーレート制御により発生
された駆動信号と、駆動信号により発生された超音波の電圧信号とを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、図面を参照しながら本実施形態に係わる超音波診断装置を説明する。なお、以下
の説明において、略同一の構成を有する構成要素については、同一符号を付し、重複説明
は必要な場合にのみ行う。
【００１３】
　図１は、第１の実施形態に係る超音波診断装置１のブロック構成図を示している。同図
に示すように、超音波診断装置１は、超音波プローブ１１、装置本体１２、表示部１３、
装置本体１２に接続され操作者からの各種指示・命令・情報を装置本体１２に取り込むた
めの入力部１４を有する。加えて本超音波診断装置１には、心電計、心音計、脈波計、呼
吸センサに代表される図示していない生体信号計測部およびネットワークが、インターフ
ェース部４３を介して接続されてもよい。
【００１４】
　超音波プローブ１１は、圧電セラミックス等の音響／電気可逆的変換素子としての複数
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の振動子１１－１、１１－２、…、１１－ｎを有する。複数の振動子１１－１、１１－２
、…、１１－ｎは並列され、超音波プローブ１１の先端に装備される。なお、一つの振動
子が一チャンネルを構成するものとして説明する。複数の振動子１１－１、１１－２、…
、１１－ｎは、後述する送信部２１の複数のパルサ２１２ｂ－１、２１２ｂ－２、…、２
１２ｂ－ｎからそれぞれ供給される駆動信号に応答して超音波を発生する。複数の振動子
１１－１、１１－２、…、１１－ｎ各々は、被検体の生体組織で反射された超音波エコー
の受信に応答して、エコー信号を発生する。なお、超音波プローブ１１は、複数の振動子
１１－１、１１－２、…、１１－ｎを１次元上に配列させた１次元アレイプローブであっ
てもよいし、複数の振動子１１－１、１１－２、…、１１－ｎを２次元上に配列させた２
次元アレイプローブであってもよい。
【００１５】
　装置本体１２は、送信部２１、受信部２３、画像発生部２５、画像メモリ２７、画像合
成部２９、記憶部３１、スイッチング間隔決定部３３、スルーレート設定部３５、インタ
ーフェース部３７、制御プロセッサ（中央演算処理装置：Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓ
ｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ：以下ＣＰＵと呼ぶ）３９を有する。
【００１６】
　送信部２１は、レートパルス発生器２１１と、チャンネル数にそれぞれ対応する複数の
送信回路２１２－１、２１２－２、…、２１２－ｎとを有する。レートパルス発生器２１
１は、所定のレート周波数で送信超音波を形成するためのレートパルスを繰り返し発生す
る。レートパルス発生器２１１は、例えば５ｋＨｚのレート周波数でレートパルスを繰り
返し発生する。発生されたレートパルスは、チャンネル数に分配され、それぞれのチャン
ネルに接続された送信回路２１２－１、２１２－２、…、２１２－ｎに送られる。
【００１７】
　複数の送信回路２１２－１、２１２－２、…、２１２－ｎは、送信遅延回路２１２ａ－
１、２１２ａ－２、…、２１２ａ－ｎとパルサ２１２ｂ－１、２１２ｂ－２、…、２１２
ｂ－ｎとをそれぞれ有する。以下、一つの送信回路２１２－１について説明する。送信遅
延回路２１２ａ－１は、チャンネル毎に超音波をビーム状に収束し且つ送信指向性を決定
するのに必要な遅延時間を、各レートパルスに与える。パルサ２１２ｂ－１は、このレー
トパルスに基づくタイミングで、超音波プローブ１１の振動子１１－１に電圧パルス（駆
動信号）を印加する。これにより、超音波ビームが被検体に送信される。以下、図２およ
び図３を参照して、ひとつのパルサ２１２ｂ－１の構成について詳述する。
【００１８】
　図２は、パルサ２１２ｂ－１の構成の一例を示す図である。パルサ２１２ｂ－１は、高
電圧発生部２１２ｂ１と、高電圧パルス発生部２１２ｂ２と、駆動信号発生部２１２ｂ３
とを有する。なお、高電圧発生部２１２ｂ１は、送信部２１の外部であって、装置本体１
２内に設けられてもよい。高電圧発生部２１２ｂ１は、振動子１１－１に印加される高電
圧を発生する。高電圧発生部２１２ｂ１は、発生した高電圧を、高電圧パルス発生部２１
２ｂ２に供給する。
【００１９】
　図３は、高電圧パルス発生部２１２ｂ２と駆動信号発生部２１２ｂ３との構成の一例を
示す図である。高電圧パルス発生部２１２ｂ２は、正側の高電圧に対応した第１のスイッ
チ（以下、ＳＷ１と呼ぶ）と、負側の高電圧に対応した第２のスイッチ（以下、ＳＷ２と
呼ぶ）と、アースに接続された第３のスイッチ（以下、ＳＷ３と呼ぶ）とを有する。高電
圧パルス発生部２１２ｂ２は、送信遅延回路２１２ａ－１から供給されたレートパルスと
、後述するスイッチング間隔設定部３３により設定されたスイッチング間隔とに基づいて
、ＳＷ１、ＳＷ２、ＳＷ３のスイッチングを制御する。高電圧パルス発生部２１２ｂ２は
、ＳＷ１、ＳＷ２、ＳＷ３のスイッチング制御により、開口中心からの振動子の位置と被
検体に送信される超音波の送信波形とに応じたパルス幅を有する高電圧パルスを発生する
。ＳＷ１、ＳＷ２、ＳＷ３は例えばトランジスタである。ＳＷ１、ＳＷ２、ＳＷ３に対す
るスイッチング制御により、開口中心の振動子に供給される高電圧パルスのパルス幅は、
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開口端部の振動子に供給される高電圧パルスのパルス幅より長くなる。
【００２０】
　駆動信号発生部２１２ｂ３は、第１スルーレート付与部２１２ｂ３－１と、第２スルー
レート付与部２１２ｂ３－２と、第３スルーレート付与部２１２ｂ３－３とを有する。第
１スルーレートと、第２スルーレートと、第３スルーレートとは、後述するスルーレート
設定部３５により設定される。スルーレートとは、例えば、スイッチがオンされた時の抵
抗値（以下、オン抵抗と呼ぶ）である。第１スルーレート付与部２１２ｂ３－１は、ＳＷ
１がオンされると＋Ｖの電圧に対して第１スルーレートを付与する。第２スルーレート付
与部２１２ｂ３－２は、ＳＷ２がオンされると－Ｖの電圧に対して第２スルーレートを付
与する。第３スルーレート付与部２１２ｂ３－３は、ＳＷ３がオンされると０Ｖの電圧に
対して第３スルーレートを付与する。駆動信号発生部２１２ｂ３は、スルーレートが付与
された電圧を駆動信号として、対応する振動子１１－１へ出力する。
【００２１】
　具体的には、第１乃至第３スルーレート付与部によるスルーレートの付与は、以下のよ
うに実行されてもよい。ＳＷ１、ＳＷ２、ＳＷ３として２重拡散ＭＯＳＦＥＴ（Ｄｏｕｂ
ｌｅ－Ｄｉｆｆｕｓｉｏｎ　Ｍｅｔａｌ－Ｏｘｉｄｅ－Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ　Ｆ
ｉｅｌｄ　Ｅｆｆｅｃｔ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｅｒ：以下、ＤＭＯＳＦＥＴと呼ぶ）がそれ
ぞれ用いられる場合、第１乃至第３スルーレート付与部各々は、ＤＭＯＳＦＥＴのゲート
を駆動する電圧または電流を、ＤＭＯＳＦＥＴのゲートに供給する。これにより、第１乃
至第３スルーレート付与部各々は、スルーレートを各々の電圧（＋Ｖ、－Ｖ、０Ｖ）に付
与する。なお、ＳＷ１、ＳＷ２、ＳＷ３として複数の小電流ＤＭＯＳＦＥＴを並列接続し
た複数の並列小電流ＤＭＯＳＦＥＴがそれぞれ用いられる場合、第１乃至第３スルーレー
ト付与部各々は、複数の並列小電流ＤＭＯＳＦＥＴのうち通電される小電流ＤＭＯＳＦＥ
Ｔの数を制御する。これにより、第１乃至第３スルーレート付与部各々は、スルーレート
を各々の電圧（＋Ｖ、－Ｖ、０Ｖ）に付与する。なお、オン抵抗の代わりに、第１乃至第
３スルーレートから出力された電圧の時間変化率であってもよい。また、第１乃至第３ス
ルーレートは、振動子ごとに一定であってもよい。
【００２２】
　受信部２３は、プリアンプ回路２３１、受信遅延回路２３２、加算器２３３等を有する
。被検体の生体組織で反射されたエコー信号は、超音波プローブ１１を介してエコー信号
としてチャンネル毎に取り込まれる。プリアンプ回路２３１は、超音波プローブ１１を介
して取り込まれた被検体からのエコー信号をチャンネル毎に増幅する。受信遅延回路２３
２は、ディジタル信号に変換されたエコー信号に、受信指向性を決定するために必要な遅
延時間を与える。加算器２３３は、遅延時間が与えられた複数のエコー信号を加算する。
この加算により、受信部２３は、受信指向性に応じた方向からの反射成分を強調した受信
信号を発生する。
【００２３】
　この送信指向性と受信指向性とにより超音波送受信の総合的な指向性が決定される（こ
の指向性により、いわゆる「超音波走査線」が決まる）。受信部２３は、被走査領域内の
各走査線における深さごとの受信信号を、後述する画像発生部２５に出力する。なお、受
信部２３は、１回の超音波送信で複数の走査線上に生じたエコー信号を同時に受信する並
列受信機能を有していてもよい。
【００２４】
　画像発生部２５は、図示していないＢモード処理ユニットと、ドプラ処理ユニットと、
画像生成ユニットとを有する。画像発生部２５は、受信部２３からの出力された受信信号
に基づいて、画像データを発生する。以下、画像データの発生に関して詳述する。画像デ
ータとは、後述するＢモードデータまたはドプラデータに基づいて発生された超音波画像
データである。
【００２５】
　Ｂモード処理ユニットは、図示していない包絡線検波器、対数変換器などを有する。包
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絡線検波器は、受信部２３から出力された受信信号に対して包絡線検波を実行する。包絡
線検波器は、包絡線検波された信号を、後述する対数変換器に出力する。対数変換器は、
包絡線検波された信号に対して対数変換して弱い信号を相対的に強調する。Ｂモード処理
ユニットは、対数変換器により強調された信号に基づいて、各走査線および各超音波送受
信における深さごとの信号値（Ｂモードデータ）を発生する。
【００２６】
　なお、Ｂモード処理ユニットは、被走査領域におけるアジマス（Ａｚｉｍｕｔｈ）方向
、エレベーション（Ｅｌｅｖａｔｉｏｎ）方向、深さ方向（以下レンジ（Ｒａｎｇｅ）方
向と呼ぶ）にそれぞれ対応付けて配列された複数の信号値からなる３次元Ｂモードデータ
を発生してもよい。レンジ方向とは、走査線上の深さ方向である。アジマス方向とは例え
ば、１次元超音波振動子の配列方向に沿った電子走査方向である。エレベーション方向と
は、１次元超音波振動子の機械的揺動方向である。なお、３次元Ｂモードデータは、複数
の画素値または複数の輝度値などを、走査線に沿って、アジマス方向、エレベーション方
向、レンジ方向にそれぞれ対応付けて配列させたデータであってもよい。また、３次元Ｂ
モードデータは、被走査領域において予め設定された関心領域（Ｒｅｇｉｏｎ　Ｏｆ　Ｉ
ｎｔｅｒｅｓｔ：以下ＲＯＩと呼ぶ）に関するデータであってもよい。また、Ｂモード処
理ユニットは、３次元Ｂモードデータの代わりにボリュームデータを発生してもよい。以
下、Ｂモード処理ユニットで発生されるデータをまとめて、Ｂモードデータ呼ぶ。
【００２７】
　ドプラ処理ユニットは、図示していないミキサー、低域通過フィルタ（Ｌｏｗ　Ｐａｓ
ｓ　Ｆｉｌｔｅｒ：以下ＬＰＦと呼ぶ）、速度／分散／Ｐｏｗｅｒ演算デバイス等を有す
る。ミキサーは、受信部２３から出力された受信信号に、送信周波数と同じ周波数ｆ０を
有する基準信号を掛け合わせる。この掛け合わせにより、ドプラ偏移周波数ｆｄの成分の
信号と（２ｆ０＋ｆｄ）の周波数成分を有する信号とが得られる。ＬＰＦは、ミキサーか
らの２種の周波数成分を有する信号のうち、高い周波数成分（２ｆ０＋ｆｄ）の信号を取
り除く。ドプラ処理ユニットは、高い周波数成分（２ｆ０＋ｆｄ）の信号を取り除くこと
により、ドプラ偏移周波数ｆｄの成分を有するドプラ信号を発生する。
【００２８】
　なお、ドプラ処理ユニットは、ドプラ信号を発生するために、直交検波方式を用いても
よい。このとき、受信信号（ＲＦ信号）は、直交検波されＩＱ信号に変換される。ドプラ
処理ユニットは、ＩＱ信号を複素フーリエ変換することにより、ドプラ偏移周波数ｆｄの
成分を有するドプラ信号を発生する。ドプラ信号は、例えば、血流、組織、造影剤による
エコー成分である。
【００２９】
　速度／分散／Ｐｏｗｅｒ演算デバイスは、図示していないＭＴＩ（Ｍｏｖｉｎｇ　Ｔａ
ｒｇｅｔ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）フィルタ、自己相関演算器等を有する。ＭＴＩフィルタ
は、発生されたドプラ信号に対して、臓器の呼吸性移動や拍動性移動などに起因するドプ
ラ成分（クラッタ成分）を除去する。自己相関演算器は、ＭＴＩフィルタによって血流情
報のみが抽出されたドプラ信号に対して、自己相関値を算出する。自己相関演算器は、算
出された自己相関値に基づいて、血流の平均速度値、分散値、ドプラ信号の反射強度等を
算出する。速度／分散／Ｐｏｗｅｒ演算デバイスは、複数のドプラ信号に基づく血流の平
均速度値、分散値、ドプラ信号の反射強度等に基づいて、カラードプラデータを発生する
。以下、ドプラ信号とカラードプラデータとをまとめて、ドプラデータと呼ぶ。
【００３０】
　また、ドプラデータとＢモードデータとをまとめてローデータ（Ｒａｗ　Ｄａｔａ）と
呼ぶ。なお、ローデータは、送信超音波の高調波成分によるＢモードデータ、および被検
体内の生体組織に関する弾性データであってもよい。Ｂモード処理ユニットおよびドプラ
処理ユニットは、発生したローデータを画像生成ユニットに出力する。なお、Ｂモード処
理ユニットおよびドプラ処理ユニットは、発生したローデータを後述する画像メモリに出
力することも可能である。



(8) JP 2014-33727 A 2014.2.24

10

20

30

40

50

【００３１】
　画像生成ユニットは、図示していないディジタルスキャンコンバータ（Ｄｉｇｉｔａｌ
　Ｓｃａｎ　Ｃｏｎｖｅｒｔｅｒ：以下ＤＳＣと呼ぶ）を有する。画像生成ユニットは、
ＤＳＣに対して、座標変換処理（リサンプリング）を実行する。座標変換処理とは、例え
ば、ローデータからなる超音波スキャンの走査線信号列を、テレビなどに代表される一般
的なビデオフォーマットの走査線信号列に変換することである。画像生成ユニットは、座
標変換処理に続けて補間処理を、ＤＳＣに対して実行する。補間処理とは、隣り合う走査
線信号列におけるローデータを用いて、走査線信号列間にデータを補間する処理である。
画像生成ユニットは、ローデータに対して座標変換処理と補間処理とを実行することによ
り、超音波画像データを生成する。
【００３２】
　なお、画像発生部２５は、３次元Ｂモードデータまたはボリュームデータをレンダリン
グ処理することにより、後述する表示部１３における２次元のモニタに３次元の物体を表
示するために、視線データの投影を実行してもよい。すなわち、画像発生部２５は、３次
元物体を投影面に投影することにより、２次元平面上の画像を発生する。なお、レンダリ
ング処理に当たっては、いずれの投映法を用いてもよい。
【００３３】
　画像メモリ２７は、例えばフリーズする直前の複数のフレームに対応する超音波画像を
保存するメモリである。このシネメモリに記憶されている画像を連続表示（シネ表示）す
ることで、超音波動画像を表示することも可能である。
【００３４】
　画像合成部２９は、画像発生部２５で発生された超音波画像に、種々のパラメータの文
字情報および目盛等を合成する。画像合成部２９は、合成された超音波画像を表示部１３
に出力する。
【００３５】
　記憶部３１は、フォーカス深度の異なる複数の受信遅延パターンおよび複数の送信遅延
パターンと、本超音波診断装置１の制御プログラムと、診断プロトコルと、送受信条件等
の各種データ群と、画像発生部２５で発生されたローデータおよび超音波画像と、開口中
心から振動子の位置までの距離に応じた第１乃至第３スルーレートと、開口中心から振動
子の位置までの距離、ＳＷ１、ＳＷ２、ＳＷ３、被検体に送信される超音波の送信波形に
より異なる複数のスイッチング間隔とを記憶する。
【００３６】
　なお、記憶部３１は、開口中心から振動子１１－１、１１－２、…、１１－ｎの位置ま
での距離と超音波プローブ１１の開口形状とスキャン条件と超音波ビームの中心とのうち
少なくともひとつに対する第１乃至第３スルーレートの対応表と、開口中心から振動子１
１－１、１１－２、…、１１－ｎの位置までの距離と超音波プローブ１１の開口形状とス
キャン条件と超音波ビームの中心とのうち少なくともひとつに対するスイッチング間隔の
対応表とを記憶してもよい。なお、記憶部３１は、送信アポダイゼーションの特性と開口
中心から振動子１１－１、１１－２、…、１１－ｎの位置までの距離とに応じた振動子ご
とのスルーレートの対応表を記憶してもよい。また、記憶部３１は、後述するスルーレー
ト設定部３５で用いられるガウス関数を記憶してもよい。
【００３７】
　スイッチング間隔設定部３３は、超音波プローブ１１における開口中心から振動子１１
－１、１１－２、…、１１－ｎの位置までの距離に応じて、高電圧パルス発生部２１２ｂ
２におけるＳＷ１乃至ＳＷ３のスイッチング間隔を、ＳＷ１乃至ＳＷ３に設定する。具体
的には、スイッチング間隔設定部３３は、超音波プローブ１１が装置本体１２に接続され
ると、開口中心から複数の振動子１１－１、１１－２、…、１１－ｎ各々の位置までの距
離と、複数の振動子１１－１、１１－２、…、１１－ｎにそれぞれ接続される複数の送信
回路２１２－１、２１２－２、…、２１２－ｎとを特定する。スイッチング間隔設定部３
３は、特定された距離と送信回路２１２－１、２１２－２、…、２１２－ｎとを対応付け
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る。なお、距離と送信回路２１２－１、２１２－２、…、２１２－ｎとの対応付けは、後
述するスルーレート設定部３５により特定されてもよい。この時、距離と送信回路２１２
－１、２１２－２、…、２１２－ｎとの対応付けに関する情報が、スルーレート設定部３
５からスイッチング間隔設定部３３に出力される。スイッチング間隔設定部３３は、超音
波の送信波形に対応する高電圧パルスを発生するための複数のスイッチング間隔を、記憶
部３１から読み出す。複数のスイッチング間隔各々は、開口中心から振動子１１－１、１
１－２、…、１１－ｎの位置までの距離、ＳＷ１、ＳＷ２、ＳＷ３、被検体に送信される
超音波の送信波形に応じて異なる。
【００３８】
　スイッチング間隔設定部３３は、複数のスイッチング間隔各々を、開口中心から等距離
に位置する複数の振動子にそれぞれ接続された複数の送信回路各々の高電圧パルス発生部
におけるＳＷ１乃至ＳＷ３に設定する。例えば、開口中心に位置する振動子に接続された
送信回路の高電圧パルス発生部のＳＷ１におけるスイッチング間隔は、開口端部に位置す
る振動子に接続された送信回路の高電圧パルス発生部のＳＷ１におけるスイッチング間隔
に比べて長くなる。スイッチング間隔設定部３３は、特定された距離と振動子との対応付
けを、後述するスルーレート設定部３５に出力してもよい。
【００３９】
　なお、スイッチング間隔設定部３３は、後述する入力部１４を介して入力されたスキャ
ン条件などと、記憶部３１に記憶された対応表とに基づいて、スイッチング間隔を、複数
の送信回路２１２－１、２１２－２、…、２１２－ｎ各々におけるＳＷ１、ＳＷ２、ＳＷ
３に設定してもよい。
【００４０】
　スルーレート設定部３５は、超音波プローブ１１の開口中心から振動子１１－１、１１
－２、…、１１－ｎの位置までの距離に応じて、高電圧パルスに付与される第１乃至第３
スルーレートをそれぞれ設定する。具体的には、スルーレート設定部３５は、スイッチン
グ間隔設定部３３から出力された距離と送信回路２１２－１、２１２－２、…、２１２－
ｎとの対応付けに関する情報に基づいて、複数の送信回路２１２－１、２１２－２、…、
２１２－ｎ各々において発生された高電圧パルスに付与される第１乃至第３スルーレート
をそれぞれ設定する。例えば、開口中心の振動子に供給される高電圧パルスに付与される
第１乃至第３スルーレート（以下、中心スルーレートと呼ぶ）は、開口端部の振動子に供
給される高電圧パルスに付与される第１乃至第３スルーレート（以下、端部スルーレート
と呼ぶ）に比べて低く設定される。スルーレート設定部３５は、例えば、開口中心に位置
する振動子と開口端部に位置する振動子との間の振動子に供給される高電圧パルスに付与
される第１乃至第３スルーレート（以下、中間スルーレートと呼ぶ）を、中央スルーレー
トの値と端部スルーレート値との間の値であって、かつ例えばガウス関数を上下反転した
形状となるように設定する。
【００４１】
　なお、スルーレート設定部３５は、中間スルーレートを、中心スルーレートと端部スル
ーレートとをガウス関数で補完することにより設定してもよい。中心スルーレートの値、
端部スルーレートの値、および補間に用いられるガウス関数は、例えば、送信アポダイゼ
ーションの特性に応じて予め記憶部３１に記憶される。
【００４２】
　図４は、超音波プローブ１１の開口中心から振動子の位置までの距離に対するスルーレ
ートの関係の一例を示す図である。図４のａは、開口中心の振動子に供給される高電圧パ
ルスに付与される第１スルーレートを示している。図４のｅ１，ｅ２は、開口端部の振動
子に供給される高電圧パルスに付与される第１スルーレートを示している。図４のｅ１と
ａとｅ２とを結ぶ曲線は、ガウス関数の形状を上下反転した形状を示している。
【００４３】
　具体的には、スルーレート設定部３５は、ＳＷ１、ＳＷ２、ＳＷ３としてＤＭＯＳＦＥ
Ｔがそれぞれ用いられる場合、ＤＭＯＳＦＥＴのゲートを駆動する電圧または電流を、上
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記ガウス関数を上下反転させたように、第１乃至第３スルーレートとして設定する。例え
ば、開口中心に位置する振動子に接続された送信回路のＤＭＯＳＦＥＴのゲートを駆動す
る電圧または電流は、開口端部に位置する振動子に接続された送信回路のＤＭＯＳＦＥＴ
のゲートを駆動する電圧または電流より大きく設定される。
【００４４】
　なお、ＳＷ１、ＳＷ２、ＳＷ３として複数の小電流ＤＭＯＳＦＥＴを並列接続した複数
の並列小電流ＤＭＯＳＦＥＴがそれぞれ用いられる場合、スルーレート設定部３５は、複
数の並列小電流ＤＭＯＳＦＥＴのうち通電される小電流ＤＭＯＳＦＥＴの数（以下、通電
数と呼ぶ）を、第１乃至第３スルーレートとして設定してもよい。例えば、開口中心に位
置する振動子に接続された送信回路における複数の小電流ＤＭＯＳＦＥＴの通電数は、開
口端部に位置する振動子に接続された送信回路における複数の小電流ＤＭＯＳＦＥＴの通
電数より大きく設定される。
【００４５】
　なお、スルーレート設定部３５は、後述する入力部１４を介して入力されたスキャン条
件などと、記憶部３１に記憶された対応表とに基づいて、第１乃至第３スルーレートを、
複数の送信回路各々における第１乃至第３スルーレート付与部に設定してもよい。
【００４６】
　インターフェース部３７は、入力部１４、ネットワーク、図示していない外部記憶装置
および生体信号計測部に関するインターフェースである。装置本体１２によって得られた
超音波画像等のデータおよび解析結果等は、インターフェース部３７とネットワークとを
介して他の装置に転送可能である。なお、インターフェース部３７は、ネットワークを介
して、図示していない他の医用画像診断装置で取得された被検体に関する医用画像を、ダ
ウンロードすることも可能である。
【００４７】
　表示部１３は、画像合成部２９の出力に基づいて、Ｂモード画像およびドプラ画像など
の超音波画像などを表示する。なお、表示部１３は、表示された画像に対して、ブライト
ネス、コントラスト、ダイナミックレンジ、γ補正などの調整および、カラーマップの割
り当てを実行してもよい。
【００４８】
　入力部１４は、インターフェース部３７に接続され操作者からの各種指示・命令・情報
・選択・設定を装置本体１２に取り込む。入力部１４は、図示していないトラックボール
、スイッチボタン、マウス、キーボード等の入力デバイスを有する。入力デバイスは、表
示画面上に表示されるカーソルの座標を検出し、検出した座標を後述するＣＰＵ３９に出
力する。なお、入力デバイスは、表示画面を覆うように設けられたタッチコマンドスクリ
ーンでもよい。この場合、入力部１４は、電磁誘導式、電磁歪式、感圧式等の座標読み取
り原理でタッチ指示された座標を検出し、検出した座標をＣＰＵ３９に出力する。また、
操作者が入力部１４の終了ボタンまたはフリーズボタンを操作すると、超音波の送受信は
終了し、装置本体１２は一時停止状態となる。
【００４９】
　ＣＰＵ３９は、操作者により入力部１４を介して入力されたＢモードとドプラモードと
の選択、フレームレート、被走査深度、送信開始・終了に基づいて、記憶部３１に記憶さ
れた送信遅延パターン、受信遅延パターンと装置制御プログラムとを読み出し、これらに
従って装置本体１２および超音波プローブ１１を制御する。
【００５０】
　なお、上記記載において、開口中心の代わりに、超音波の送信に用いられる複数の振動
子の重心が用いられてもよい。
【００５１】
　（送信アポダイゼーション機能）　
　送信アポダイゼーション機能とは、開口中心からの距離に応じて異なるパルス幅を有す
る高電圧パルスに対するスルーレート制御により上記距離に応じて振幅の異なる複数の駆
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動信号を複数の振動子１１－１、１１－２、…、１１－ｎにそれぞれ供給し、被検体に送
信する超音波の送信アポダイゼーションを実行する機能である。以下、送信アポダイゼー
ション機能に関する処理（以下、送信アポダイゼーション処理と呼ぶ）を説明する。
【００５２】
　図５は、送信アポタイゼーション機能を実行する処理の手順を示すフローチャートであ
る。　
　超音波プローブ１１が装置本体１２に接続される（ステップＳａ１）。超音波プローブ
１１が装置本体１２に接続されると、超音波プローブ１１の開口中心から複数の振動子１
１－１、１１－２、…、１１－ｎの位置までの距離と複数の振動子１１－１、１１－２、
…、１１－ｎにそれぞれ接続される複数の送信回路２１２－１、２１２－２、…、２１２
－ｎとが対応付けられる。開口中心から複数の振動子１１－１、１１－２、…、１１－ｎ
各々の位置までの距離に基づいて、スイッチング間隔とスルーレートとが設定される（ス
テップＳａ２）。入力部１４を介して超音波スキャンの開始操作が入力される（ステップ
Ｓａ３）と、複数の振動子１１－１、１１－２、…、１１－ｎ各々を駆動するための駆動
信号に関する高電圧が発生される。発生された高電圧に対して、設定されたスイッチング
間隔を用いてスイッチング制御が実行される。スイッチング制御により、高電圧パルスが
発生される（ステップＳａ４）。
【００５３】
　発生された高電圧パルスに対して、スルーレート制御が実行される。スルーレート制御
により、高電圧パルスにスルーレートが付与された駆動信号が発生される（ステップＳａ
５）。発生された駆動信号が振動子に供給される（ステップＳａ６）。ステップＳａ４乃
至ステップＳａ６に関する処理は、複数の送信回路２１２－１、２１２－２、…、２１２
－ｎ各々について並列して実行される。
【００５４】
　図６は、スイッチング制御によりパルス幅が変更された高電圧パルスと、第１乃至第３
スルーレートのセット（以下、スルーレートセットと呼ぶ）がそれぞれ異なる駆動信号と
を、それぞれ異なるスルーレートセットにより振動子から発生される超音波の送信波形と
ともに示した図である。図６の（１）はゼロの電圧パルス、（２）は正の高電圧パルス、
（３）は負の高電圧パルスを示している。図６において、スルーレートが高くなるにつれ
て、駆動信号におけるエッジは滑らかになり、結果として駆動信号の最大値は低くなる。
図６において、高いスルーレート（以下、高スルーレートと呼ぶ）の駆動信号に対応する
送信波形の振幅は、低いスルーレート（以下、低スルーレート）の駆動信号に対応する送
信波形の振幅より低くなる。
【００５５】
　図７は、パルス幅変調された正、負の高電圧パルスおよびゼロの電圧パルスをまとめた
一例を示す図である。図７の（ａ）は、振動子の駆動開始部分に関する正の高電圧パルス
を示している。図７の（ｂ）は、振動子の駆動終了部分に関する正の高電圧パルスを示し
ている。図８は、図７における高電圧パルスに、開口中心からの振動子の位置までの距離
に対応するスルーレートを用いてスルーレート制御を実行した後の駆動信号の一例を示す
図である。図８における実線は、低スルーレートに対応し、点線は高スルーレートに対応
する。
【００５６】
　図９は、図８における駆動信号を振動子に印加することにより発生された超音波の送信
波形の一例を示す図である。図９における実線におけるスルーレートは、図９における点
線におけるスルーレートより低い。すなわち、図９における実線は、例えば、開口中心か
ら等距離であって、開口中心近傍の複数の振動子から送信される超音波の送信波形を示し
ている。図９における点線は、例えば、開口中心から等距離であって、開口端部近傍の複
数の振動子から送信される超音波の送信波形を示している。
【００５７】
　（変形例）　
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　実施形態との相違は、高電圧パルスのパルス幅を長く変更し、変更されたパルス幅の長
さに応じて、第１乃至第３のスルーレートを高く変更することにある。
【００５８】
　記憶部３１は、開口中心から複数の振動子１１－１、１１－２、…、１１－ｎの位置ま
での複数の距離にそれぞれ対応する複数の閾値を記憶する。記憶部３１は、複数の閾値に
それぞれ対応する複数のスルーレートセットを記憶する。なお、記憶部３１は、上記複数
の距離に対する複数の閾値の閾値対応表を記憶してもよい。記憶部３１は、複数の閾値に
対する複数のスルーレートセットのスルーレート対応表を記憶してもよい。
【００５９】
　スイッチング間隔設定部３３は、開口中心から等距離に位置する複数の振動子にそれぞ
れ接続された複数の送信回路２１２－１、２１２－２、…、２１２－ｎにおいて用いられ
るスイッチング間隔を、同じ等距離に対応する閾値と比較する。上記スイッチング間隔が
閾値未満である時、スイッチング間隔設定部３３は、上記スイッチング間隔を比較に用い
られた閾値に変更する。スイッチング間隔設定部３３は、閾値をスイッチング間隔として
、高電圧パルス発生部２１２ｂ２に出力する。なお、スイッチング間隔設定部３３は、記
憶部３１に記憶された閾値対応表を用いて、上記スイッチング間隔を比較に用いられた閾
値に変更してもよい。変更されるスイッチング間隔は、例えば、図７の（ａ）に示した振
動子の駆動開始部分である正の高電圧パルス、および図７の（ｂ）に示した振動子の駆動
終了部分である正の高電圧パルスである。すなわち、スイッチング間隔設定部３３は、駆
動開始部分および駆動終了部分における正の高電圧パルスのパルス幅を長くするために、
設定されたスイッチング間隔を長く変更する。
【００６０】
　スルーレート設定部３５は、第１乃至第３スルーレート付与部に設定された第１乃至第
３スルーレート（以下、変更前スルーレートセットと呼ぶ）を、閾値に対応する第１乃至
第３スルーレートに変更する。なお、スルーレート設定部３５は、スルーレート対応表を
用いて、変更前スルーレートを、閾値に対応する第１乃至第３スルーレートに変更しても
よい。
【００６１】
　以下、具体的に説明するために、スルーレートの変更については、第１スルーレートに
限定して説明する。なお、第２、第３スルーレートについても同様である。
【００６２】
　図１０は、スイッチング間隔と第１スルーレートとの変更前後について、駆動開始部分
および駆動終了部分における正の高電圧パルスを示す図である。図１０の（１）は、変更
前のスイッチング間隔ａと変更前の第１スルーレートとに関する正の高電圧パルスを示し
ている。図１０の（２）は、変更後のスイッチング間隔ｂと変更後の第１スルーレートと
に関する正の高電圧パルスを示している。スイッチング間隔がａからｂへ変更されると、
第１スルーレートもスイッチング間隔に同期して変更される。具体的には、スルーレート
設定部３５は、図１０における（１）のＡの領域とＢの領域との面積が等しくなるように
、スイッチング間隔の変更幅に基づいて、変更後の第１スルーレートを設定する。すなわ
ち、スルーレート設定部３５は、スイッチング間隔を広げることにより増加した送信波形
の振幅をゼロに相殺するために、スルーレートを高く変更する。スルーレートの変更は、
スイッチング間隔すなわち高電圧パルスのパルス幅が狭いほど、スルーレートの効果であ
る送信波形の振幅の低下が大きいことに基づいている。
【００６３】
　以上に述べた構成によれば、以下の効果を得ることができる。　
　本超音波診断装置１によれば、開口中心から複数の振動子各々までの距離に応じて、高
電圧に対するスイッチング制御のスイッチング間隔と高電圧パルスに対するスルーレート
制御に用いられるスルーレートとを設定することができる。これにより、スイッチング間
隔を広く設定することができ、高電圧パルスを発生させるためのクロック周波数を低く抑
えることができる。以上のことから、送信回路２１２－１、２１２－２、…、２１２－ｎ
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…、２１２－ｎにおける発熱量を低下させることができるため、電力使用の効率（低電力
化）が向上する。また、開口中心から複数の振動子１１－１、１１－２、…、１１－ｎ各
々までの距離に応じて、スルーレートを設定することができるため、送信強度の分解能、
および駆動強度の分解能が向上する。さらに、本超音波診断装置１によれば、送信波形の
半波ごとにスルーレートを変更する必要がないため、超音波診断装置の製造コスト低減さ
せることができる。加えて、本超音波診断装置１によれば、振動子各々１１－１、１１－
２、…、１１－ｎから被検体に送信される送信波形の相似性、および駆動信号の波形の周
波数のスペクトラムに関する相似性を高めることできる。
【００６４】
　また、本超音波診断装置１によれば、超音波プローブ１１内に送信回路２１２－１、２
１２－２、…、２１２－ｎが内蔵されている場合、送信回路２１２－１、２１２－２、…
、２１２－ｎにおける発熱量を低下により、送信超音波のパワーを十分に確保できる。こ
れにより、十分なＳ／Ｎ比（Ｓｉｇｎａｌ　ｔｏ　Ｎｏｉｓｅ　Ｒａｔｉｏ）を確保する
ことができる。
【００６５】
　さらに、本超音波診断装置１によれば、駆動開始部分および駆動終了部分における高電
圧パルスのパルス幅に関するスイッチング間隔を、広く設定することができる。広く設定
されたスイッチング間隔に伴い送信波形の振幅の増加を相殺するために、スルーレートを
高く設定することができる。これにより、駆動開始部分および駆動終了部分において、高
電圧パルスを発生させるためのクロック周波数を、さらに低く抑えることができる。
【００６６】
　以上のことから、本超音波診断装置１によれば、高電圧パルスを発生させるためのクロ
ック周波数を低く抑えつつ高い送信強度分解能を得ることができる。
【００６７】
　加えて、実施形態に係る各機能は、当該処理を実行するプログラムをワークステーショ
ン等のコンピュータにインストールし、これらをメモリ上で展開することによっても実現
することができる。このとき、コンピュータに当該手法を実行させることのできるプログ
ラムは、磁気ディスク（フロッピー（登録商標）ディスク、ハードディスクなど）、光デ
ィスク（ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤなど）、半導体メモリなどの記憶媒体に格納して頒布する
ことも可能である。
【００６８】
　本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示したも
のであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これら新規な実施形態は、その
他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の
省略、置き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や
要旨に含まれるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる
ものである。
【符号の説明】
【００６９】
　１…超音波診断装置、１１…超音波プローブ、１１－１～１１－ｎ…振動子、１２…装
置本体、１３…表示部、１４…入力部、２１…送信部、２３…受信部、２５…画像発生部
、２７…画像メモリ、２９…画像合成部、３１…記憶部、３３…スイッチング間隔設定部
、３５…スルーレート設定部、３７…インターフェース部、３９…制御プロセッサ（ＣＰ
Ｕ）、２１１…レートパルス発生器、２１２－１～２１２－ｎ…送信回路、２１２ａ－１
～２１２ａ－ｎ…送信遅延回路、２１２ｂ－１～２１２ｂ－ｎ…パルサ、２１２ｂ１…高
電圧発生部、２１２ｂ２…高電圧パルス発生部、２１２ｂ３…駆動信号発生部、２１２ｂ
３－１…第１スルーレート付与部、２１２ｂ３－１…第２スルーレート付与部、２１２ｂ
３－３…第３スルーレート付与部
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解决的问题：提供一种超声波诊断装置，该超声波诊断装置能够在不增
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数据的图像。 发送单元21包括产生单元25，发送单元21，产生确定超声
波的发送周期的速率脉冲的速率脉冲发生器211，为每个换能器赋予速率
脉冲延迟时间的发送延迟电路以及延迟单元。 该脉冲发生器包括：脉冲
发生器，其与所产生的速率脉冲同步地产生用于驱动振动器的驱动信
号；脉冲发生器具有：高压发生器，其产生高压；以及脉冲宽度可变控
制电路，其控制高压的切换。 其特征在于具有用于产生高压脉冲的高压
脉冲产生部分和用于通过对高压脉冲的转换速率控制来产生波形可变的
驱动信号的驱动信号产生部分。 [选型图]图1
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